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係
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人
権
擁
護
委
員

　
町
内
の
人
権
擁
護
委
員
は
次
の

方
々
で
す
。

・
堀
野
登
子
（
入
野
）

・
田
辺
　
孝
（
奥
湊
川
）

・
野
並
圭
子
（
下
田
の
口
）

・
澤
田
君
代
（
伊
田
）

・
山
下
鹿
男
（
市
野
々
川
）

・
山
本
　
規
（
佐
賀
）

・
大
石
正
幸
（
荷
稲
）

◆
人
権
擁
護
委
員
は
あ
な
た
の
身

近
な
相
談
パ
ー
ト
ナ
ー
で
す
。

　
人
権
擁
護
委
員
を
ご
存
知
で
す

か
。
地
域
の
住
民
の
皆
さ
ん
の
人

権
が
侵
さ
れ
な
い
よ
う
に
絶
え
ず

見
守
り
、
も
し
、
人
権
が
侵
さ
れ

た
と
き
に
は
法
務
局
と
連
携
し
て
、

救
済
の
た
め
の
適
切
な
措
置
を
採

る
と
と
も
に
、
人
権
尊
重
思
想
を

御
理
解
い
た
だ
く
た
め
の
活
動
を

行
う
こ
と
を
使
命
と
し
て
い
ま
す
。

　
家
庭
、
学
校
、
職
場
、
地
域
社

会
な
ど
で
の
困
り
ご
と
や
悩
み
ご

と
は
、
お
気
軽
に
人
権
擁
護
委
員

に
御
相
談
く
だ
さ
い
。

　
費
用
は
無
料
で
、
相
談
内
容
の

秘
密
は
厳
守
し
ま
す
。

○
お
問
い
合
わ
せ

　
高
知
地
方
法
務
局 
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課
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高
知
地
方
法
務
局
と
高
知
県
人

権
擁
護
委
員
連
合
会
で
は
、
次
の

と
お
り

１２
時
間
電
話
相
談
を
実
施

し
ま
す
。

【
実
施
期
間
】

１２
月
６
日（
月
）

【
時
間
】
午
前
９
時
〜
午
後
９
時

【
開
設
場
所
】

　
高
知
地
方
法
務
局
人
権
擁
護
課

（
高
知
市
小
津
町
４
―

３０
）

【
取
扱
内
容
】
差
別
待
遇
、
暴
行
・

虐
待
、
い
じ
め
、
Ｄ
Ｖ
な
ど
、
家

庭
お
よ
び
近
隣
関
係
な
ど
に
お
け

る
人
権
問
題
に
関
す
る
あ
ら
ゆ
る

相
談

※
相
談
は
無
料
、
秘
密
は
厳
守
し

ま
す

○
お
問
い
合
わ
せ

高
知
地
方
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務
局
人
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擁
護
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【
日
時
】（
毎
月
１
回
）

　
１１
月

２８
日
（
日
）

　
午
前
９
時
〜
午
後
５
時

【
場
所
】

　
中
村
公
証
役
場

（
四
万
十
市
中
村
大
橋
通
６
―

３
―
７
　
第
一
と
ら
や
ビ
ル
４
階
）

【
相
談
内
容
】

　
遺
言
、
相
続
、
金
銭
・
不
動
産

の
貸
借
、
離
婚
に
と
も
な
う
養
育

料
・
慰
謝
料
・
財
産
分
与
、
高
齢

者
の
財
産
管
理
　
な
ど

【
担
当
者
】

　
高
知
地
方
法
務
局
所
属

　
中
村
公
証
役
場
公
証
人

○
ご
予
約
・
お
問
い
合
わ
せ

　
中
村
公
証
役
場

蕁
３
４
―
１
７
２
８

※
平
日
に
事
前
に
予
約
し
て
く
だ

さ
い
。

まちの掲示板まちの掲示板

四
国
一
斉
１２
時
間
電
話
相
談

日
曜
・
遺
言
等
公
証
法
律
相
談

募
 

集
受　験　科　目 陸上自衛隊　高等工科学校生徒

陸上自衛隊　高等工科学校　入学試験案内

応　募　資　格 平成23年4月1日現在15歳以上17歳未満の男子で中学校卒業者（見込みを含む。）

試　　験　　日 一次試験　平成23年1月22日（土）

受　付　期　間 平成22年11月1日（月）～平成23年1月7日（金）

手　　　　　当
月額94,900円

年2回（6月・12月）

生　徒　手　当

期　末　手　当

教育および身分 高等学校の普通科と同等の教育を受け、身分は特別職国家公務員（生徒）です。

衣　　食　　住 全員が駐屯地で生活し、宿泊は無料で、食事・制服類・寝具については、支給または貸与。

休　日　休　暇 週休2日制、祝日、年末年始休暇など。

概　　　　　要

○お問い合わせ：自衛隊四万十地域事務所（蕁35－3096）　

将来陸上自衛隊において、高機能化・システム化された装備品を駆使・運用すると
ともに、国際社会においても自信を持って対応できる自衛官となる者を養成するた
めに、中学校卒業者等を対象に採用する制度です。


